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平成 27年 12月に施行されました労働安全衛生法に基づくストレスチェ

ック制度において、労働安全衛生規則様式第 6号の 2「心理的な負担の程

度を把握するための検査結果等報告書」（以下「報告書」という。）を所轄労

働基準監督署へ提出することが義務付けられました（労働者数 50人以上の

事業場に限る）。 

報告書の様式については、下記 URL に掲載していますので、掲載された

様式を用いて提出していただくようお願いします。 
 

★厚生労働省ホームページ 「安全衛生関係主要様式」 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/anzen/anzeneisei36/index.html 
●Ｑ＆Ａ 

① 部署ごとに実施時期を分けてストレスチェックを実施した場合、どのように報告するのでしょうか。 

Ａ 実施時期を分けている場合は、１年分をまとめて報告して下さい。なお「検査実施年月」の欄には

報告日に最も近い検査年月を記入して下さい。 

 
② 労働基準監督署への報告について、本社でまとめて報告するという方法も可能でしょうか。 

Ａ 当報告については、事業場ごとに、管轄の労働基準監督署まで提出していただく必要がありますの
で、本社でまとめて報告することはできません。 

 
③ 報告書は、いつ労働基準監督署へ提出すればいいですか。 

Ａ 報告書の提出時期は、各事業場における事業年度の終了後など、事業場ごとに設定して差し支えあ

りません。 

 
④ 報告書には産業医の記名押印欄がありますが、産業医がストレスチェックに関与していない場合も

記載する必要があるのでしょうか。 

Ａ 産業医の職務にはストレスチェックと面接指導に関する事項が含まれており、少なくとも報告の内
容は産業医にも知っておいていただくべきものなので、産業医がストレスチェックに関与していな

くても報告内容を確認の上で産業医欄に記名押印して下さい。 
 

⑤ 労働基準監督署への報告については、罰則があるのでしょうか。 

Ａ 当報告は労働安全衛生法第１００条に基づくものであり、違反の場合には罰則があります。 
 

⑥ ストレスチェックを実施しなかった場合も、報告書の提出は必要ですか。 

Ａ ストレスチェックを実施しなかった場合も報告書を提出する義務があります。また、ストレスチェ
ックを実施したにもかかわらず受検者がいなかった場合でも報告書を提出する義務があります。 

 

⑦ 50人未満の事業場においてストレスチェックを実施した場合には、報告義務はあるのでしょうか。 

Ａ ５０人未満の事業場については、報告義務はありません。 
  

 

【お知らせ】 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/anzen/anzeneisei36/index.html


 

 

 

 

 

 

 

 

 
ストレスチェック制度の情報は、 
厚⽣労働省ホームページで！ 
     

ストレスチェック等の職場におけるメンタルヘルス対策 

 

労働安全衛生規則 第５２条の２１ 

 常時５０人以上の労働者を使用する事業者は、１年以内ごとに１回、定期に、心理的な負担の程度を把

握するための検査結果等報告書(様式第６号の２)を所轄労働基準監督署長に提出しなければならない。 

１年を通し順次検査を実施した場合、

「検査実施年月」欄は報告日に最も近

い年月を記入してください。 

記名押印（または署名）は必要です。 

ストレスチェックの実施義務の対象とな

っている者の数を記載してください。 


